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〔例題１〕 教育を受ける権利に関する次の記述のうち妥当なのはどれか。ただし，争いがある場合は
判例による。 

 
１．子どもの教育内容の決定については親，私立学校，教師，国が関わり，教師の教授の自由が一定

範囲において肯定されると同時に，国にも必要かつ相当な範囲において教育内容決定権が認めら
れる。 

２．学習指導要領は，教育のあるべき姿を示すものとして綱領的・助言的性格をもつものと位置付け
られる。したがって，教師はこれに従わなくとも，懲戒処分等の法的制裁を科されることはない。 

３．教科書検定は表現物の行政権による事前チェックであり検閲に当たるとされるが，教育を受ける
権利を全国的に一定の水準で実現する必要があるため，公共の福祉の見地により許容される。 

４．憲法は義務教育を定めているので，子どもは教育を受ける義務を負う。これは，子どもの自律権
を一定程度制約するが，人としての人格的成長のためにやむを得ない制約とされる。 

５．義務教育の無償が憲法上定められている。これは，教育の対価である授業料，及び教育において
必須の位置付けを受ける教科書について無償とすべきことの要請である。 

 
【正答１】 

 
 
〔例題２〕 裁判を受ける権利及び裁判の公開に関する次の記述のうち妥当なのはどれか。ただし，争

いがある場合は判例による。 
 

１．裁判は国家が国民に対して提供するサービスであるから，裁判を受ける権利は社会権の一種であ
ると解されている。 

２．裁判員制度による裁判は，公平な裁判所における法と証拠に基づく適正な裁判が行われる仕組み
が整えられているとはいえないが，憲法が定める刑事裁判の諸原則を確保できているので，憲法
上の支障は生じない。 

３．裁判請求権を基本的人権として認めていれば，裁判を公開しなくても，近代市民社会における人
権保障は確保される。 

４．公開の法廷における対審及び判決が要求される純然たる訴訟事件の裁判とは，当事者の意思いか
んにかかわらず終局的に，事実を確定し当事者の主張する権利義務の存否を確定するような裁判
のことをいう。 

５．夫婦の同居の時期，場所，態様などについて具体的内容を定める審判は，実体的権利義務を確定
する作用を有するので，公開しなければならない。 

 
【正答４】 
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〔例題３〕 行政機関の保有する情報の公開に関する法律に関する次の記述のうち妥当なのはどれか。 
 

１．本法で開示請求の対象とされるのは，行政機関が保有する文書であるため，磁気テープなどの電
磁的記録は対象とならない。 

２．本法は国民主権の理念にのっとり行政文書の開示請求権を定めるものであるから，開示請求権は
日本国籍を持つ者のみに認められ，外国人には認められていない。 

３．行政機関の長は，開示請求に係る行政文書に不開示情報が記録されていてそれを区分して除くこ
とができない場合，公益上の必要性があっても，当該行政文書を開示してはならない。 

４．本法による不開示決定は行政手続法にいう「申請に対する処分」に当たるので，行政手続法の規
定により，不開示の理由を付さなければならない。 

５．不開示決定について審査請求があった場合，当該審査請求に対する裁決をすべき行政機関の長は，
情報公開・個人情報保護審査会に必ず諮問しなければならない。 

 
【正答４】 

 
 
〔例題４〕 国家賠償法における国家賠償責任に関する次の記述のうち妥当なのはどれか。 
 

１．公権力の行使に当たる公務員がその職務行為により他人に生じさせた損害の賠償について，国等
が当該公務員の選任監督について相当の注意をしたときは，国等は賠償責任を免れる。 

２．公権力の行使に当たる公務員がその職務行為により他人に生じさせた損害を国等が賠償した場合，
当該公務員に故意又は重大な過失があったときは，国等は当該公務員に対して求償することがで
きる。 

３．公の営造物の設置管理の瑕疵に基づく国等の賠償責任は，土地の工作物等の不動産の瑕疵に起因
するものを対象とし，動産の瑕疵に起因するものは含まれない。 

４．公の営造物の設置管理の瑕疵に基づく損害賠償責任は無過失責任であるから，国等が当該損害を
賠償した場合に，他に損害の原因について責任を負うべき者がいるときでも，国等がその者に求
償することは認められない。 

５．公の営造物の設置管理の瑕疵に基づく損害賠償について，営造物の設置管理に当たる者とその費
用を負担する者が異なる場合，費用負担者のみが賠償責任を負い，設置管理者は責任を負わない。 

 
【正答２】 

  



（一般行政Ａ（専門試験型）出題例） 

 

- 3 - 

 

〔例題５〕 Ａ・Ｂ・Ｃの３人が別荘を共同で購入し，その持分が３分の１ずつである場合に関する次
の記述のうち妥当なのはどれか。 

 
１．Ａが別荘を修理する場合，少なくともＢ又はＣの同意が必要である。 
２．Ａが別荘を単独で使用し，その代わりにＢとＣは償金を受け取ることを取り決めるには，少なく

ともＢ又はＣの同意が必要である。 
３．Ａが分割請求をした場合，その分割する方法は現物分割又は売却した上での代金分割に限られ，

価格賠償は認められない。 
４．Ａが自己の持分権をＤに譲渡する場合，ＢとＣの同意が必要である。 
５．Ａが自己の持分権を放棄した場合，その持分権は国庫に帰属する。 

 
【正答２】 

 
 
〔例題６〕 日本の女性議員比率に関する次の文中の下線部分ア～エのうちには妥当なものが二つある。

それらはどれか。 
 

衆議院で採用されている小選挙区比例代表並立制においては，ア比例代表部分が女性議員の増加に
寄与しているが，小選挙区からは女性議員が出にくいとされている。２０２０年６月現在で衆議院の
女性議員比率は９．９％であり，これを下院又は一院制議会で国際比較すると，世界１９０か国中
イ１５０位以下であり，OECD 諸国では最下位である。 

日本の地方議会の女性議員比率は，２０１９年１２月現在で，ウ都道府県議会でも市町村議会でも
３０％を上回っている。 

２０１８年に施行された「政治分野における男女共同参画の推進に関する法律」は，エ政党に対して
公職の候補者の一定数以上を女性とすることを義務付け，これに違反した場合の罰則を規定している。 

 
１．ア，イ 
２．ア，ウ 
３．ア，エ 
４．イ，ウ 
５．イ，エ 

 
【正答１】 
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〔例題７〕 建造物侵入罪に関する次の記述ア～オのうちには判例に照らし妥当なものが二つある。そ
れらはどれか。 

 
ア．建造物侵入罪の構成要件である「侵入」とは，他人の看守する建造物等に管理権者の意思に反し

て立ち入ることをいう。 
イ．管理権者があらかじめ建造物への立入りを拒否する意思を積極的に明示していない場合，当該建

造物の性質や使用目的，管理状況などから見て，現に行われた立入り行為を管理権者が容認して
いないと合理的に判断されるときでも，建造物侵入罪は成立しない。 

ウ．現金自動預払機（ATM）が設置されているのみで行員が常駐しない銀行支店出張所に，ATM 利
用客のキャッシュカードの暗証番号等を盗撮する目的で，客を装って侵入した場合，建造物侵入
罪が成立する。 

エ．強盗の意図を隠して「こんにちは」と挨拶し，中にいる人が「お入り」と答えたのに応じて建物
に入った場合，立入りに対する承諾があるので，建造物侵入罪は成立しない。 

オ．政治的意見を記載したビラを郵便受けに投函する目的で他人の看守する建物に侵入した場合，憲
法が保障する政治的表現活動の一環として違法性が阻却され，建造物侵入罪は成立しない。 

 
１．ア，ウ 
２．ア，エ 
３．イ，ウ 
４．イ，オ 
５．エ，オ 

 
【正答１】 

 
 
〔例題８〕 消費関数に関する次の記述のうち妥当なのはどれか。 
 

１．ケインズ型の消費関数によると，限界消費性向は可処分所得にかかわらず一定であり，平均消費
性向は可処分所得が増加するにつれて上昇する。 

２．ケインズ型の消費関数の性質は，短期の時系列データを用いて推計された消費関数より，長期の
時系列データを用いて推計された消費関数に当てはまりやすい。 

３．ライフサイクル仮説によると，家計は可処分所得が多い時期にその一部を貯蓄し，可処分所得が
少ない時期の消費に充てることによって生涯を通じて消費を平準化する。 

４．将来の所得の増加が見込まれている家計が借入れを制約されることは，ケインズ型の消費関数の
説明力が高まる要因ではなく，ライフサイクル仮説や恒常所得仮説の説明力が高まる要因である。 

５．家計が，ケインズ型の消費関数に従って行動する場合と，ライフサイクル仮説に従って行動する
場合とでは，一時的な所得税減税によって現在の消費が増加する効果は，後者の方が大きい。 

 
【正答３】 
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〔例題９〕 国内総生産（GDP）に関する次の記述のうち妥当なのはどれか。 
 

１．GDP は，１国全体の付加価値の合計ではなく，財・サービスの生産額の合計であり，原材料とし
て使われた中間生産物の価値と最終生産物の価値を合計して得ることができる。 

２．分配面から見ると，GDP は雇用者報酬と営業余剰・混合所得の合計に補助金を加えて生産・輸入
品に課される税を引いたものから，固定資本減耗を引いて得られる。 

３．支出面から見ると，GDP は民間消費と民間投資と政府支出と輸入の合計から輸出を引いたもの
である。民間投資には，設備投資と住宅投資は含まれるが，在庫投資は含まれない。 

４．GDP には，株価や地価などの資産価格の上昇による利益や中古品の売上は含まれるが，政府が提
供する行政サービスや持ち家の住宅サービスは含まれない。 

５．ある国の対外資産が増加して，海外からの要素所得の受取が海外への要素所得の支払よりも大き
くなると，GDP よりも国民総所得（GNI）の方が大きくなる。 

 
【正答５】 

 
 
〔例題 10〕 次の文中のア，イに入るものがいずれも妥当なのはどれか。 
 

マクロ経済モデルが次のように示されるとする。 
 

Y ＝ C ＋ I ＋ G    〔Y：国民所得，C：消費，I：投資，G：政府支出〕 
C ＝０．８Y ＋５ 
I ＝６０ 
G ＝２５ 

 
この経済における均衡国民所得は  ア  である。この経済で完全雇用が実現した場合の国民所得が

５２０であるとすると，政府が政府支出 G を増加させることによって完全雇用を実現するためには，
政府支出 G を  イ  増加させる必要がある。 
 

ア    イ 
１．４５０  １２ 
２．４５０  １４ 
３．４５０  １６ 
４．４８０    ８ 
５．４８０  １０ 

 
【正答２】 
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〔例題 11〕 個人 A と個人 B の２人から成る経済を考える。図は，個人 A ，個人 B の公共財の限界
便益曲線 AA ′，BB ′と公共財の限界費用曲線を示している。公共財の最適供給量に関する次の文
中のア～エに入るものがいずれも妥当なのはどれか。 

 

 
 

公共財の社会全体の限界便益曲線は，個人の限界便益曲線を  ア  方向に足し合わせたものであ
るから，  イ  の折れ線  ウ  で示される。公共財の最適な供給量は，折れ線  ウ  と限界費
用曲線との交点 E で決まり，この条件は公共財についての  エ  条件と呼ばれる。 
 

ア    イ     ウ       エ 
１．垂直  図Ⅰ  DD′ B′  サミュエルソン 
２．垂直  図Ⅰ  DD′ B′  ナッシュ均衡 
３．垂直  図Ⅱ  BDD′     サミュエルソン 
４．水平  図Ⅰ  DD′ B′  ナッシュ均衡 
５．水平  図Ⅱ  BDD′     サミュエルソン 

 
【正答１】 
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〔例題 12〕 地域統合に関する次の記述のうち妥当なのはどれか。 
 

１．欧州連合（EU）は，「経済通貨同盟」，「警察・刑事司法協力」の二つの分野で協力を進めている
政治・経済統合体である。今世紀に入り，「共通外交・安全保障政策」を新たに協力を始める分野
とするための検討を進めている。 

２．欧州連合（EU）は，近年イギリスが離脱したが，今世紀に入り東方に加盟国を拡大しており，
２０２０年４月末現在の加盟国は，フランス，スイス，ノルウェーのほか，ウクライナ，ベラ
ルーシ，トルコなど４０か国を超えている。 

３．東南アジア諸国連合（ASEAN）は，１９６０年代に設立され，２０２０年４月末現在の加盟国
は，インドネシア，タイなど１０か国である。今世紀に入り「ASEAN 共同体」の構築を宣言し，
更なる統合を進めている。 

４．１９６０年代に設立されたアフリカ統一機構（OAU）は，今世紀に入り，複数の加盟国の内戦や
加盟国間の経済発展格差などのため解散した。２０２０年４月末現在，アフリカの過半の国が加
盟する地域機関は存在していない。 

５．湾岸協力理事会（GCC）は，トルコ，イスラエル，サウジアラビア，イラク，イランのペルシャ
湾を囲む５か国によって設立された地域機関である。この５か国は軍事同盟を締結し，共通安全
保障政策を推進している。 

 
【正答３】 


